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　長浜市の財政を取り巻く状況は、普通交付税の合併算定替の縮減及び社会保障経費の増大に
より非常に厳しいものとなっています。また、平成２２年１月の１市６町合併により財政規模
が増大していることから、合併基本計画等に基づき、同規模団体程度の規模に縮小していく必
要があります。
　今後、人口減少・少子高齢化により市税等の一般財源が減少する恐れがある中で、多様化・
複雑化する行政ニーズに的確に応えていくためには、これまで以上に財源を確実に確保すると
ともに、行財政の健全化・合理化を推進するなど、安定した財政基盤の確立と健全な財政運営
の推進を図ることが必要です。
　さらに、長浜市の財政状況については、市民の皆さんと共有していくことが必要です。

　このため、平成３０年度の決算状況について、市民の皆さん

にお知らせするために「長浜市財政白書」を作成しました。

　この財政白書により、市民の皆さんの本市行財政運営に対す

るより一層のご理解とご協力をいただければ幸いです。



１　財政白書とは

２　会計の決算統計上の分類

３　長浜市の決算状況

（単位：百万円）

（単位：円）

（単位：百万円）

（単位：円）

介護保険会計　等

国民健康保険会計

公営事業会計

公営企業会計
（病院・下水道等）

336,825 383,615

53
565

513

市民1人当たり歳出額 482,361 351,528 387,397 433,174 359,091

36,545
43,842 35,603

27,239
26,67448,109

48,944 29,289
28,00757,159

1,847 1,853 1,085 835 1,282
歳出決算額

翌年度繰越財源

120,557

近江八幡区分

942
392156

彦根長浜
122,409

Ⅰ　平成３０年度決算の概要

一般会計
普通会計

　地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に
区分されています。しかし、地方公共団体は、独
自の判断で条例によって特別会計を設置すること
ができることから、一般会計で経理する事務事業
の範囲が一様ではありません。このため、経理す
る事務事業の範囲を一致させて、比較できるよう
にした統計上の会計区分が普通会計と公営事業会
計です。
　一般行政部門の会計は普通会計として整理され
ていることから､本紙では普通会計を中心として､
平成３０年度の決算状況を紹介していきます。

特別会計

栗東草津 守山

　決算はいわば「まちの家計簿」、やりくりの結果です。市民の皆さんからの税金や
国・県からの補助金などがどれくらい入り、どのような目的で使われたかを広く知って
いただくとともに、時代のニーズに対応した柔軟で効率の良い行財政システムを構築す
るための議論の資料として、この財政白書を作成しました。

区分 甲賀 野洲 湖南

歳入歳出差引額

大津

実質収支

44,92759,006歳入決算額

1,089 542
758 893

374 388
4611,310 929 550

31,199 50,898 20,565
高島 東近江 米原

歳入決算額 42,936 19,935 21,083
歳出決算額 41,410 19,407 20,772 30,314 49,037 19,685

885
74 276 45

1,861

1,585 835

歳入歳出差引額 1,526 529 310
48 27

880

428,788

後期高齢者医療保険会計

　長浜市の平成３０年度普通会計の決算は、歳入が５９０億円で前年度比４．２％の
増、歳出が５７２億円で前年度比５．３％の増でした。歳入と歳出の差額から、翌年度
へ繰り越した事業の財源を除いた実質収支は、７．６億円の黒字となりました。

翌年度繰越財源 332
実質収支 1,194 481 284 811

　○財政白書は、長浜市の財政状況をわかりやすく紹介した資料で、長浜市の
　　家計簿の役割を果たしています。

　○地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分されていますが、全国
　　的に使われている共通ルールでは、普通会計と公営事業会計とに区分して
　　整理します。

　○長浜市の平成３０年度普通会計の決算は、歳入が５９０．０億円、歳出が
　　５７１．６億円で、実質収支は７．６億円の黒字となりました。

500,961市民1人当たり歳出額 455,182 379,810 377,314 619,129
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１　歳入の構造

（単位：百万円）

　○市税収入は地方交付税を上回っています。
　○自主財源比率は４１．４％で前年度比１．０％の減となっています。

　歳入の根幹をなす市税は、主要法人等の減収減益による法人市民税の減収や評価替に
よる家屋減価等の影響による固定資産税の減収により、市税全体で前年度比０．７億円
の減となりました。また、地方債については、消防本部庁舎整備事業債、体育施設整備
事業債及び文化施設整備事業債等の増加により前年度比１６．６億円の増となっていま
す。平成３０年度の自主財源の割合は、４１％と依然として低い水準にあります。
　一方、依存財源である地方交付税は２７％を占めており、市税に次ぐ構成割合となっ
ています。

　普通交付税の合併算定替が令和２年度で終わ
ることから、交付税に依存しない自立した財政
運営が求められています。

諸収入

1,925

地方債

国庫・県支出金

2,176地方譲与税等

地方交付税 14,242

歳入総額

865

11,748
7,195

6,884
17,810

60,740

Ｈ２０ Ｈ２５

19,908
4,557

56,000

4,048

17,093
920

3,487

15,807

5,207

3,008

市税

その他

16,785

6,788

59,006

Ⅱ　歳入の状況

区分

　長浜市の平成３０年度歳入決算額は５９０億円で、構成割合は、市税２８％をはじ

め、地方交付税２７％、国庫・県支出金１８％になっています。

Ｈ３０

4,747

10,545

市税

28%

諸収入

1%

その他

12%地方譲与

税等

5%

地方交付

税

27%

国庫・県

支出金

18%

地方債

9%

平成３０年度歳入構成割合

自主財源

41%59%

依存財源

31 

33 

18 

41 

42 

33 

48 

44 

48 

31 

41 

42 

28 

2 

3 

3 

2 

2 

3 
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2 
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7 

9 

10 
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14 

13 

14 

8 

9 

18 

14 

8 

9

5 

5 

4 

6 

6 

6 

6 

6 

7 

5 

6 

6 

5 

28 

21 

33 

11 

11 

17 

1 

7 

2 

16 

9 

8 

27 

16 

18 

17 

18 

17 

15 

19 

22 

23 

21 

20 

25 

18 

12 

10 

15 

11 

7 

12 

11 

10 

8 

8 

9 

9 

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米原

東近江

高島

湖南

野洲

甲賀

栗東

守山

草津

近江八幡

彦根

大津

長浜

平成３０年度歳入構成割合（県内他市比較）

市税 諸収入 その他 地方譲与税等 地方交付税 国庫・県支出金 地方債
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Ｐ１１

○市税 市民の皆さんに納めていただく市民税や固定資産税など

○諸収入 市が受託した事業の収入や預金利子など

○その他 前年度の繰越金、施設等の使用料、各種手数料など

○地方譲与税等 国税の一部が使途を決めて地方公共団体に配分されるお金

○地方交付税 国税の一部が使途を決めずに地方公共団体に配分されるお金

○国庫・県支出金 特定の目的の財源として、国や県から交付されるお金

○地方債 市が国や金融機関などから借り入れるお金

○自主財源 市税や使用料のように市が自ら決定し、収入されるお金

○依存財源 国や県から定められた額を交付される収入

自
主
財
源

依
存
財
源

自
主
財
源

依
存
財
源

 

 

用語解説 
 

56,000

64,126 65,776

55,596
57,983

60,740
58,728

55,733 55,228 56,650
59,006

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

百万円 歳入決算額の推移

市税 諸収入 その他 地方譲与税等 地方交付税 国庫・県支出金 地方債

41.4 

42.4 

40.6 

38.1 

39.0 

36.3 

38.5 

41.4 

45.1 

46.8 

52.2 

58.6 

57.6 

59.4 

61.9 

61.0 

63.7 

61.5 

58.6 

54.9 

53.2 

47.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ３０

Ｈ２９

Ｈ２８

Ｈ２７

Ｈ２６

Ｈ２５

Ｈ２４

Ｈ２３

Ｈ２２

Ｈ２１

Ｈ２０

自主財源・依存財源の割合

自主財源 依存財源

依
存
財
源

自
主
財
源
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２　市税

（単位：百万円）

３　県内他市との比較（市税収入額）

ましたが、平成２１年度は、世界的な経

済状況の悪化の影響により、法人市民税

が大きな減収となりました。その後、平

成２２、２３年度には、一部企業の業績

回復によりやや増収になったものの、平

成２４年度以降は、景気の低迷による法

人市民税の減少等により、市税決算額は

やや低調に推移しています。

8,498

　市税収入は、景気の回復や税制改正の影響等により、平成２０年までは増加傾向にあり

5,615

162,341

Ｈ２０

個人市民税

139,754

　長浜市の市民一人あたりの市税収入額は、平成３０年度で１４万

2千円となっており、低い方から３番目となっています。

※一人あたりの県内市平均　154,569円

　○市税の収入は、歳入の約３割を占める重要な財源です。平成３０年度の税収
　　は、前年度比０．７億円の減となりました。
　○市民一人あたりの市税収入額は、県内市平均より低い水準にあります。

1,159

一人あたり(円)

1,291

1,890

Ｈ２５

6,136

区分

法人市民税

19,908
1,920

17,093

その他市税

8,267固定資産税

市税総額

3,384
5,782

Ｈ３０

1,864
7,979

141,651
16,785

（県内他市中順位）

低い方から

３番目

19,908

17,448 18,424

18,296
17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785

162,341

142,819

151,210 150,869

139,921 139,754140,333 138,885 140,001 141,378 141,651

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

円百万円 市税決算額の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他 市民一人あたり(右軸）

142
149

163

140

177

155

187

157

162 156

117 149

162

0

50

100

150

200

長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

千円 市税収入額（市民一人あたり）

平均155
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４　地方交付税

（単位：百万円）

５　県内他市との比較（地方交付税）

Ｈ２０

2,546

Ｈ２５

普通交付税

133,399
15,80714,242

　長浜市の平成３０年度の地方交付税額は１５８億１千万円でした。普通交付税は合併
特例措置制度により、本来受け取れる額より多く（平成３０年度は１２億円）

　長浜市の市民一人あたりの地方交付税収入額は、平成３０年度で
１３万３千円となっており高い方から３番目ですが、上位の市はい
ずれも合併による特例措置により高くなっています。地方交付税制
度では、市税収入が高い自治体ほど地方交付税収入は低くなりま
す。

一人あたり(円)

特別交付税

交付税総額

116,140

11,765

区分

交付されており、平成２７年度から徐々
に減少していく制度となっています。ま
た、歳入に占める割合は２７％で、地方
交付税に頼らざるを得ない財政体質と
なっています。

145,615

2,708
15,103 13,262

　○地方交付税は、普通交付税と特別交付税の２種類に区分されます。
　○地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む
　　住民にも標準的な行政サービスを提供できるようにするものです｡

17,810
2,477

Ｈ３０

（県内他市中順位）

高い方から

３番目

14,242
15,389

17,621 17,777 17,677 17,810 18,062 17,448 16,666 16,262 15,807

116,140

125,962

144,622146,589
143,328145,615148,272

144,202
138,739136,399

133,399

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

円百万円 地方交付税の推移

普通交付税 特別交付税 市民一人あたり(右軸）

133

30 36
70

7 25
5

81
43 43

207

95

145

0

50

100

150

200

250

長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

千円 地方交付税収入額（市民一人あたり）

平均58

- 5 -



１　目的別経費

（単位：百万円）

　地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生費、土木費、
教育費などに分けられます。
　長浜市における平成３０年度歳出決算額は５７１．６億円で、その目的別構成割合
は、 民生費３３％、教育費１５％、総務費１１％の順になっています。平成３０年度
は、ながはま文化福祉プラザ及び長浜伊香ツインアリーナ等の大型建設事業が増加した
ことにより教育費が１７．９億円、また、消防等本部庁舎整備に係る湖北地域消防組合
負担金が増加したことにより消防費が１０．９億円増加しました。
　一方で、市債元金償還金及び繰上償還金の減少により公債費が７．１億円減少しまし
た。

衛生費

その他

土木費
5,009
7,362

教育費

公債費
7,533 8,277

5,249
8,050

歳出総額
5,525

54,340

7,230
7,315

Ⅲ　歳出の状況

区分

総務費

民生費

Ｈ２０

8,379
12,785 18,604

6,526
Ｈ３０Ｈ２５

9,928
16,330

4,8355,133
5,743

5,221

6,353

8,600

57,15958,489

　○歳出を目的別に分類すると、市の予算がどの分野にどれだけ配分されてい
　　るかがわかります。
　○平成３０年度は、民生費、教育費の割合が高くなっています。

総務費

11%

民生費

33%

衛生費

8%

土木費

11%

教育費

15%

公債費

9%

その他

13%

平成３０年度歳出目的別構成割合

54,340

61,409
65,077

53,673
55,987

58,489 56,951
53,297 53,560 54,262

57,159

0
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30,000

40,000
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70,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

百万円 目的別歳出決算額の推移

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他
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２　性質別経費

（単位：百万円）

Ｐ１１

その他

歳出総額

5,719

54,340
5,533

57,159
3,219

区分 Ｈ２０ Ｈ２５ Ｈ３０

9,272

8,073

9,652

投資的経費

10,710
6,623
6,283

5,213
5,901
7,230

補助費等

10,256

　地方公共団体の経費は、その性質によって、義務的経費、投資的経費、その他の経費

に大きく分けることができます。長浜市における性質別構成割合は、補助費等１９％、

扶助費１８％、人件費１４％の順になっています。

　歳出性質別に前年度からの増減額が大きいものを見た場合、補助費等は公共下水道事

業会計負担金や湖北地域消防本部庁舎の建設負担金により３２．７億円増加していま

す。一方で、繰出金は、平成３０年度から公共下水道事業が企業会計になり、繰出金か

ら補助費等に移行したたことにより１９．２億円減少しています。

　また、投資的経費が元浜町１３番街整備事業やながはま文化福祉プラザ整備事業等の

大型建設事業や災害復旧事業費の増加により２２．５億円増加しています。

6,651

人件費

8,600

7,626

物件費 5,961

8,060

7,43210,699

　○歳出を性質別に分類すると、市の財政構造がわかります。
　○歳出総額の中では、義務的経費は減少し投資的経費は増加しました。

繰出金

扶助費

公債費

6,682

3,959
5,787 4,847

58,489

人件費

14%

扶助費

18%

公債費

9%
投資的経

費

13%

物件費

12%

補助費等

19%

繰出金

8%

その他

7%

平成３０年度歳出性質別構成割合

義務的経費
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%13
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平成３０年度性質別歳出構成割合（県内他市比較）

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 繰出金 その他
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○人件費 職員の給与や市議会議員の報酬など人にかかる経費

○扶助費 高齢者、しょうがいのある方、児童などを援助するための経費

○公債費 市が借り入れた市債（市の借金）の元金や利息の返済に要する経費

○投資的経費 施設の建設や道路の新設などの社会資本の整備にかかる経費

○物件費 臨時職員の賃金、旅費、委託料などの消費的な経費

○補助費等 各種団体に対する補助金や交付金、一部事務組合への負担金等

○繰出金 特別会計に移動されて支出される経費

○その他 維持補修費、積立金、貸付金など

義
務
的
経
費

 

 

用語解説 
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３　人件費

（単位：百万円）

４　県内他市との比較（人件費）

9,272
75,609一人あたり(円)

人件費

68,02162,348

　長浜市の市民一人あたりの人件費は、平成３０年度で６万8千
円となっています。合併をした市は、概して人件費が高くなっ
ており、人件費の適正化を図っていく必要があります。

Ｈ３０

　今後も、定員の適正な管理や給与制
度の見直し等による総人件費の縮減に
努めていきます。 Ｈ２０

（単位：人）

　○ＡＬＴの外部委託等により前年度比０．３億円の減となりました。
　○引き続き、総人件費の縮減に努めていくこととしています。

　人件費は、職員給、退職手当、委員報酬、議員報酬などから構成されています。
　本市における人件費の平成３０年度決算額は８０．６億円で、歳出に占める割合は
１４％となっています。

区分

8,0607,626

Ｈ２５

職員数 971 1999 782 539 662 423 429 742 388 407 601 860 381
市民1000

人当たり
8.0 5.9 7.1 6.7 5.4 5.4 6.6 8.1 7.7 7.7 11.4 7.5 9.4

9,272
10,266

8,224 8,139 7,982 7,626 7,969 7,581 7,800 8,091 8,060

75,609

84,035

67,497 67,113
64,720

62,348
65,416

62,651
64,932

67,863 68,021

50,000

70,000

90,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

円百万円 人件費の推移

職員給与等 その他人件費 退職手当 市民一人あたり(右軸）

68
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長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

千円 人件費（市民一人あたり）

（県内他市中順位）

高い方から

５番目

平均62

H20 H21 H22 H2３ H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

1,075 1,026 1,008 983 952 941 932 942 947 958 970職員数

区分 長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

職員数 970 人 1983 人 875 人 541 人 713 人 471 人 426 人 676 人 417 人 390 人 567 人 852 人 380 人

市民1000人
当たり

8.186 人 5.782 人 7.732 人 6.582 人 5.322 人 5.664 人 6.127 人 7.431 人 8.161 人 7.084 人 11.58 人 7.45 人 9.67 人
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５　投資的経費

６　県内他市との比較（投資的経費）

　○投資的経費は、公共施設等の建設や災害復旧の費用です。
　○元浜町１３番街区整備事業やながはま文化福祉プラザ整備事業等の大型建設
　　事業の増加により、２２．５億円の増加となりました。

　投資的経費は、公共施設、公用施
設の建設に関する普通建設事業費、
台風や地震等の災害による被害の復
旧に関する災害復旧事業費などから
構成されています。
　本市における投資的経費の平成
３０年度決算額は７４．３億円で、
歳出に占める割合は１３％となって
います。また、前年度と比較し、合
併特例措置を活用した大型建設事業
等が増加したことにより２２．５億
円増加しました。
　今後も地域経済の活性化や経済基
盤整備にかかる事業に間断なく取り
組んでいきます。

　長浜市の市民一人あたりの投資的経費は、平成３０年度で６
万３千円で、県内他市の中では９番目に低くなっています。

63
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長浜 大津 彦根 近江八幡 草津 守山 栗東 甲賀 野洲 湖南 高島 東近江 米原

千円 投資的経費（市民一人あたり）

平均55

（県内他市中順位）

低い方から

９番目

平成３０年度の主な投資的経費（単位：千円）

元浜町１３番街区整備事業
1,491,115

ながはま文化福祉プラザ整備事業
923,208

長浜北部学校給食センター整備事業
907,121

長浜伊香ツインアリーナ整備事業
295,477
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円百万円 投資的経費の推移

投資的経費 市民一人あたり（右軸）
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７　公債費

（単位：百万円）

公債費

８　県内他市との比較（公債費）

8,600
70,315

Ｈ２０ Ｈ３０Ｈ２５区分

　長浜市の市民一人あたりの公債費は、繰上償還の実施により
平成３０年度で４．４万円となっています。今後も地方債残高
を減少させるため、計画的な繰上償還を実施していきます。

5,2137,230
43,995一人あたり(円) 58,955

　こうしたことから、平成３０年度も
引き続き１０．８億円の計画的な繰上
償還を行い、市債残高の軽減をはかる
ことができ、財政健全化を進めること
ができました。

　公債費は、公共施設の建設や道路の整備など、社会資本の整備に充てるために借り入
れた地方債（市の借金）を返済する費用のことです。
　長浜市では、これまで市債を有効かつ適正に活用することで、各種の社会資本を円滑
に整備していますが、返済にかかる将来の負担も考慮しなければなりません。

　○公債費は、地方債（市の借金）を返済する費用です。
　○平成３０年度についても、計画的な繰上償還の実施により、一層の財政健
　　全化に向けた取組を進めました。
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千円 公債費(市民一人あたり）

（県内他市中順位）

低い方から

５番目

平均44
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円百万円 公債費の推移

公債費 繰上償還額 市民一人あたり(右軸）
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１　地方債残高

（単位：百万円）

２　県内他市との比較（地方債残高）

Ⅳ　地方債の状況

公共下水道会計

病院会計

39,363
11,698
5,455

　地方債は、一般家庭で言えば借
金（ローン）に当たり、この地方
債を発行することを起債と言いま
す。
　公共施設を建設する場合などは
多額の費用を必要とするので、市
債により借り入れを行います。こ
れには、財源を補う目的のほか
に、公共施設は現在だけでなく将
来の世代も利用するものなので、
将来世代にも広く負担してもら
い、世代間の公平性を図るという
意味もあります。
　普通会計の地方債残高は、合併
後のまちづくりに係る大型建設事
業の財源として市債を活用したた
め、平成３０年度は増加に転じま
したが、計画的な繰上償還等を進
めることで地方債残高の削減に努
め、財政の健全化を図ります。
　平成３０年度末における長浜市
全会計の地方債残高は、
１，018．２億円です。

101,815

区分

普通会計

　長浜市の市民一人あたりの普通会計の地方債残高は、平成３０年度で

３８万２千円で、県内他市の中では６番目に低くなっています。

その他

計

45,299

　○地方債＝市の借金（ローン）です。
　○公共施設などの整備を進める一方で、将来の返済を考えた適正な管理が必
　　要です。

Ｈ３０
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千円百万円 地方債（普通会計）残高の推移

普通会計 市民一人あたり(右軸）
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千円 地方債残高（市民一人あたり）

（県内他市中順位）

低い方から

６番目

平均408

- 12 -



１　債務負担行為額

平成３０年度　債務負担行為額の内訳 （単位：千円）

社会福祉・医療 土地改良

商工・観光 都市計画

教育・文化 防災

その他

２　県内他市との比較（債務負担行為額）

Ｐ１１

885,073

1,215,247

Ⅴ　債務負担行為額の状況

　地方公共団体の会計年度は、毎
年４月１日に始まり、翌年の３月
３１日に終わります。工事等を行
う場合、この一会計年度内に契約
をして、工事を終え検査を済ませ
ることが原則です。しかし実際に
は、一会計年度内に終わらない工
事もありますし、長期にわたる資
産形成を行う場合もあります。
　このようなときに、翌年度以降
に地方公共団体の支出を義務づけ
る行為を、債務負担行為と言いま
す。
　長浜市における債務負担行為額
は、平成３０年度で９２．１億円
となっています。

　長浜市の市民一人あたりの債務負担行為額は、平成３０年度で７
万８千円であり、県内他市の中では４番目に低くなっています。

40,050

　○債務負担行為額とは、将来の支出を約束した経費のことです。
　○債務負担行為額の増加は、将来の長浜市の財政運営に大きく影響してき
　　ます。
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千円百万円 債務負担行為額の推移

債務負担行為額 市民一人あたり(右軸）
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１　基金残高

（単位：百万円）

２　県内他市との比較（基金残高）

　長浜市の市民一人あたりの基金残高は、平成３０年度で３１万３
千円で、県内他市の中では、２番目に高くなっています。

9,260

減債基金

　　計

5,827

Ⅵ　基金の状況

9,161

区分 Ｈ３０Ｈ２０

財政調整基金

37,039

11,831
12,922
30,579

Ｈ２５

6,219

22,190

5,688

20,001

特定目的基金

4,522

　○基金＝市の預金です。
　○備えあれば憂いなし。公共施設の整備やまちづくりなどのために、計画的
　　に基金を積立てていくことが大切です。

３７０．４億円
となっています。

　基金は、一般家庭の預金
に当たるもので、年度間の
財源調整を図るための「財
政調整基金」、市債（市の
借金）の償還に備えるため
の「減債基金」、特定の事
業（緑化や福祉、文化振興
など）に充てるための「特
定目的基金」の３種類があ
ります。
　安定的な財政運営を進め
るためには、特に財政調整
基金（家庭で言えば、いつ
でも自由に使える普通預
金）を計画的に確保する必
要があります。
　長浜市における平成３０
年度末の基金残高は、
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千円百万円 基金残高の推移
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高い方から

２番目
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＊合併前の年度において、算定できない財政指数があります。

１　経常収支比率

２　財政力指数

標準以上の行政サービスを提供できる
余裕財源があるのかを示す指標

Ⅶ　主な財政指数

　経常収支比率とは、経常的な経費（人件
費・扶助費・公債費などの毎年継続して支
出される経費）が、経常的な一般財源（市
税・地方交付税など毎年度収入があり、使
い道を制限されずに自由に使うことのでき
る財源）に占める割合を見る指標です。
　この比率は、財政構造の弾力性を測るの
に用いられ、数値が低いほど、急な支出に
対応しやすいことを示しています。
　平成３０年度決算では、９１．１％と
なっており、県内市平均を下回っていま
す。

地方公共団体の財政にどれだけ自由に
使えるお金があるのかを示す指標

　基準財政収入額（地方公共団体の標準的
な一般財源収入額として算定した額）を基
準財政需要額（地方公共団体が標準的な行
政サービスを行うために用意しなければな
らない財源）で割った数値で、過去３年間
の平均値を用います。
　この指数が１を超える団体は、普通交付
税の交付を受けていない財政力の豊かな団
体であるといえます。
　平成３０年度決算では、０．５５２と
なっており、県内市平均を下回っていま
す。
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１　地方公共団体財政健全化法

２　対象とする範囲

公営事業会計

国民健康保険

老人保健医療

介護保険　等

公営企業会計
（病院･下水道等）

　○市は、毎年度、健全化判断比率等を公表する必要があります。
　○健全化判断比率が一定以上悪化した場合は、財政健全化計画・財政再生
　　計画の策定等が義務付けられています。

　○実質公債費比率や将来負担比率は、地方公共団体以外の団体における債
　　務に対する負担も算定します。
　○今後、総合的な財政の健全化に取り組んでいく必要があります。

特別会計

資金
不足
比率

※公営企
業会計ご
とに算定

地
方
公
共
団
体

Ⅷ　健全化判断比率・資金不足比率

　平成１９年度から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行されたこと

に伴い、地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤

字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）と公営企業ごとの資金不足比率を監査

委員の審査に付した上で議会に報告し、公表することが義務付けられました。

　また、健全化判断比率が一定以上悪化した場合は、財政健全化計画・財政再生計画

（資金不足比率の場合は経営健全化計画）の策定が義務付けられ、財政の早期健全化

や再生についての制度が整備されました。

　以下では財政健全化法に基づき、平成３０年度決算を用いて算定した健全化判断比

率・資金不足比率について､紹介していきます。

公営企
業会計

普通会計

　健全化判断比率の対象となる範囲は、下図のとおりです。
　実質公債費比率や将来負担比率は、一部事務組合や地方公社・第三セクター等への
債務についても算定基礎に含まれることから、今後は、これらを含めた総合的な財政
の健全化に取り組んでいく必要があります。

土地開発公社・第三セクター等

特別会計

一般会計
一般会計等

一部事務組合・広域連合

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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３　実質赤字比率

４　連結実質赤字比率

５　実質公債費比率

－平成３０年度
早期健全化基準

30.00

2.9

　○福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程
　　度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標

平成２９年度

財政再生基準

4.4

　一般会計等の公債費は、当然、一般会計
等の義務的な負担になりますが、公営企業
等他の会計の公債費に対して一般会計等か
ら繰り出す経費や、一部事務組合等により
整備した施設に係る負担金なども一般会計
等の義務的な負担となります。
　このため、こうした公債費に準じた経費
も公債費に加算し、実質的な公債費を算出
して指標化したものが「実質公債費比率」
です。

財政再生基準

35.0

　○借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、地方公共団体
　　における公債費等による財政負担の度合いを判断する指標
　○起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられる指標

平成３０年度
25.0

　地方公共団体の会計年度における歳出は、歳入の範囲内で行うことが原則ですが、
歳入が歳出に不足すると赤字が発生します。これを解消できないと翌年度に繰り越さ
れますが、翌年度においてもその分の赤字が解消できないと更に繰り越され、赤字額

20.00

　そこで、それぞれの会計の赤字と黒字を合
算して、その団体全体の赤字の程度を示すの
が「連結実質赤字比率」です。

　地方公共団体の会計は、一般会計や特別会計のように、複数の会計に分かれていま
す。しかし、会計が分かれていても地方公共団体としての法人は一つですから、ある
会計が黒字でも別の会計に赤字が多くあれば、全体としては、財政状況がいいとは言
えません。

16.65

　○全会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を
　　指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標

平成３０年度
早期健全化基準

早期健全化基準

11.65
－

が累積していくことになります。
　この赤字の程度を示すのが「実質赤字比
率」です。

実質赤字比率

財政再生基準

連結実質赤字比率
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地方債同意基準
（18%）
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６　将来負担比率

７　資金不足比率

○長浜市の健全化判断比率・資金不足比率は、いずれも早期健全化
　基準を下回っていますが、財政運営上問題がないということでは
　ありません。
○このため、現下の厳しい財政状況を踏まえ、行政改革を推進する
　など、引き続き、効率的で持続可能な財政への転換を図っていく
　ことが必要です。

20

病院事業

－

老人保健施設事業

－

資金不足比率

平成２９年度

農業集落排水事業

－

－

平成３０年度

平成３０年度

　地方公共団体が将来支払っていく負債に

は、一般会計等の地方債残高のほか、債務

負担行為や公営企業等他の会計の地方債残

高のうち一般会計等が負担するもの、ある

いは、一部事務組合等により整備した施設

に係る地方債のうち、その団体の負担分な

どがあります。

　また、土地開発公社や第三セクター等の

負債のうち、地方公共団体がその損失の補

償をする契約をしているものについても、

公社等の経営状況によっては、将来負担し

なくてはならないことがありえます。

　こうしたものも含め、現時点で想定され

る将来負担の程度を指標化したものが「将

来負担比率」です。

　なお、この将来の負担額の計算にあたっ

ては、将来負担額に充てることができる基

金などは、控除することとしています。 早期健全化基準

　公営企業の経営状況を、公営企業の料金
収入に対する資金不足規模で表したのが資
金不足比率です。この比率が高いほど、料
金収入で資金不足を解消するのが難しくな
り、公営企業として経営状況に問題がある
ことになります。
　なお、資金不足額を計算する場合には、
将来の料金収入等で解消することが予定さ
れている資金不足については、計算上差し
引くこととしています。

経営健全化基準

　○地方公共団体の地方債や債務負担行為などの現時点で残高の程度を指標
　　化し、将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標

公共下水道事業

－

　○公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比
　　較して指標化し、経営状況の深刻度を示す指標

350.0

－
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←白紙ページをつくるため




